
様式第２号（第５条関係） 

賃貸借随意契約結果表 

公 表 事 項 内 容 

賃貸借主管課所名 総務局総務部総務課 

件 名 さいたま市後納郵便管理システム機器賃貸借 

借 入 場 所 さいたま市浦和区常盤６－４－４ 他１０箇所 

契 約 締 結 日 令和５年８月７日 

契約の相手方名 三菱ＨＣキャピタル㈱本社 

契 約 金 額 
４４９，９００円 

（月額） 

随意契約によることと

した理由 

本賃貸借契約は、後納郵便管理システム機器をさいたま市役

所地下１階外１０箇所に設置し、本庁及び区役所から差出す大

量の後納郵便物について、差出票の作成や郵便料金の各種集計

を行い、便物等の差出しを遅滞なく行うために、後納郵便管理

システム機器を賃借するものである。 

一般競争入札の方法により入札を行ったが、入札の結果、予

定価格の範囲内で入札した業者がいなかったため、参加業者に

意向を確認し、随意契約に応じた者と交渉し、その業者と随意

契約を締結したものである。 

 

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第８号 

 

 



様式第２号（第５条関係） 

賃貸借随意契約結果表 

公 表 事 項 内 容 

賃貸借主管課所名 総務局 人事部 人事課 

件 名 さいたま市庶務事務システムパッケージ賃貸借 

借 入 場 所  さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

契 約 締 結 日 令和５年９月２９日 

契約の相手方名 富士電機ＩＴソリューション㈱ 

契 約 金 額 
１，１７４，２５０円 

（月額） 

随意契約によることと

した理由 

本賃貸借契約は、令和５年 10 月より導入する庶務事務システ

ムを稼働するために必要となるパッケージソフトについて賃貸

借するものである。 

庶務事務システムは、富士電機株式会社のパッケージソフト

を本市の制度や運用に合わせたカスタマイズを行い、構築を進

めていた。令和４年４月より同社の事業体制が再編され、シス

テムエンジニアリング機能やパッケージソフトの販売機能が当

該業者へ移管されることになった。 

そのため、本システムのパッケージソフトを賃貸借し、安定

的な稼働や運用の保守機能等を有するのは、本システムのシス

テムエンジニアリング機能等が移管された当該業者のみである

ため、随意契約により契約を締結した。 

 

【根拠法令】地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の

特例を定める政令第１１条第１項第１号 

 
 


